
特記仕様書  
 

第１条（総則）  

１．本業務は、本仕様書によるほか、本仕様書に定めのない事項については、「徳島県土

木工事共通仕様書 令和６年７月」によるものとする。 

 

第２条（現場責任者）  

１．受注者は、公共施設維持管理業務（除草・剪定等）委託（請負型）契約書第６条第 1

 項に基づき、「現場責任者届」をこの契約を締結した日の翌日から起算して１４日以内

 （徳島県の休日を定める条例（平成元年徳島県条例第３号）第１条第１項各号に掲げる

 日を除く。）（１４日以内に現場作業を開始する場合は、作業開始の前日まで）に監督

 員へ提出し、確認を受けなければならない。 

なお、この「現場責任者届」の提出後、その内容を変更しようとする場合は、監督員

 と協議しなければならない。また、監督員との協議により変更が認められたときは、変

 更日から１０日以内に監督員に変更した「現場責任者届」を提出し、確認を受けなけれ

 ばならない。 

２．受注者は、前項の「現場責任者届」に次のものを添付しなければならない。 

（1） 現場責任者と受注者との直接的な雇用関係が確認できるもの 

＜直接的な雇用関係＞ 

現場責任者と所属建設業者との間に雇用に関する一定の権利義務関係が存在することで

 あり、在籍出向者や派遣社員は含まない。 

（2） 資格が、建設業法第７条第２号ハ及び第１５条第２号イ、ハに該当するものは技術

 者取得資格証明書の写しを、建設業法第７条第２号イ、ロ及び第１５条第２号ロに該当

 するものは実務経験証明書を添付すること。 

 

第３条（業務内容）  

１．業務内容は、（一）八多法花線（徳島市方上町弁財天他）において、土砂の堆積が著

 しい箇所（路肩・歩道）の路面清掃（人力）であり、現場説明にて指定する箇所 

（L=1.9km）を想定している。 

２．現場状況により、作業手順等の変更が必要な場合には、監督員と協議の上、決定する

 ものとする。 

３．施工前に管理測点を設定し、作業前、各作業状況、作業完了の撮影を行うこと。 

 

第４条（交通誘導警備員等）  

１．本業務においては、交通整理の必要日数として、７日を見込んでいる。配置人員と 

 して、交通誘導警備員Ａ（昼間勤務）を合計０名（交替要員〔無し〕）、交通誘導警 



 備員Ｂ（昼間勤務）を合計１４名（交替要員〔無し〕）見込んでいるが、警察等との協

 議により変更が生じた場合は別途協議するものとする。 

  交通誘導警備員Ａとは、警備業法第 4 条による認定を受けた警備業者の警備員で、交

通誘導警備業務（警備員等の検定等に関する規則第 1 条第 4 号に規定する交通誘導警備

業務をいう。）に従事する交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備員又は二級検定合

格警備員をいう。 

  交通誘導警備員Ｂとは、警備業法第 4 条による認定を受けた警備業者の警備員で、交

 通誘導警備員Ａ以外の交通の誘導に従事するものをいう。 

２．受注者は、次の区間において行う交通誘導警備業務については、交通誘導警備員Ａを

 交通誘導警備業務を行う場所ごとに、常時一人以上配置すること。 

（1）「警備員等の検定に関する規則(平成 17 年国家公安委員会規則第 20 号)」第２条 

  により、高速自動車国道又は自動車専用道路において行う交通誘導警備業務及び徳島

  県公安委員会が定めた区間（徳島県公安委員会告示） 

（2） 最新の道路交通センサス一般交 通量調査の結果による平日の 24 時間交通量が  

4,000 台以上の区間 

（3）監督員が現場の状況により、特に第三者の危険を防止する必要があると認めた区間 

３．受注者は、交通誘導警備員を配置した場合は、「交通誘導警備員勤務実績報告書」を

 作成し、設計図書の変更までに勤務実績が確認できる資料（勤務伝票の写し）ととも 

 に、監督員に提出しなければならない。 

なお、受注者は、合格証明書の写し等資格要件の確認ができる資料を事前に監督員に

 提出しなければならない。また、検定合格警備員は、当該業務に従事している間は合格

 証明書を携帯し、かつ、監督員の請求があったときは、これを提示しなければならな 

い。 

 

第５条（業務中の安全確保）  

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（平成 21 年国官技第 333 号）、建設機械施工

安全技術指針（平成 17 年国官技第 333 号、国聡施第 190 号）を参考にして、常に業務

の安全に留意し、現場管理を行い、災害の防止を図らなければならない。ただし、これ

らの指針は、当該業務の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 

２．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（平成 5 年建設省経建発第 1 号）を遵守し

 て災害の防止を図らなければならない。 

３．受注者は、機械除草を行うときは、建設機械施工安全マニュアル（平成 22 年 4 月国

土交通省総合政策局建設施工企画課）に記載されている除草工の安全確認チェックシー

ト等を活用して、除草作業時の現場での作業チェック・確認を行い、災害の防止に努め

なければならない。監督員から記録した資料の請求があったときは、ただちに提示しな

ければならない。 



４．受注者は、維持業務に使用する建設機械の設定、使用等について、設計図書により建

 設機械が指定されている場合は、これに適合した建設機械を使用しなければならない。

  ただし、より条件に合った機械があるときは、監督員の承諾を得て、それを使用する

 ことができる。 

５．受注者は、輸送経路等において上空施設への接触事故を防止するため、重機回送時の

 高さ、移動式クレーンのブームの格納、ダンプトラックの荷台の下ろし等について、走

 行前に複数の作業員により確認しなければならない。 

６．受注者は、トラック（クレーン装置付）を使用する場合は、上空施設への接触事故防

 止装置（ブームの格納忘れを防止（警報）する装置、ブームの高さを制限する装置）付

 きの車両を原則使用しなければならない。ただし、監督員との協議により、上空施設へ

 の接触事故防止装置付きのトラック（クレーン装置付）を使用できないことが認められ

 た場合は、この限りでない。 

７．受注者は、業務現場付近における事故防止のために一般の立入りを禁止する場合は、

 その区域に、柵、立入禁止の表示板等を設けなければならない。 

８．受注者は、業務期間中、安全巡視を行い、業務区域及びその周辺の安全を確保しなけ

 ればならない。 

９．受注者は、業務着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当

て、次の各号から実施する内容を選択し、作業月において安全に関する研修・訓練等を

実施しなければならない。 

（1） 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

（2） 本業務内容等の周知徹底 

（3） 業務安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底 

（4） 当該業務における災害対策訓練 

（5） 「造園安全衛生管理の手引き」（一般社団法人日本造園建設業協会）、「造園工事

  業の安全作業手順」、「造園工事者のための危険性・有害性等の調査標準モデル」 

 （建設業労働災害防止協会）の周知徹底 

（6） 当該業務現場で予想される事故対策 

（7） その他、安全・訓練等として必要な事項 

１０．受注者は、業務着手前に業務の内容に応じた安全教育、安全訓練等の具体的な実施

 計画を作成しなければならない。また、監督員が特に指示する場合には、監督員に提出

 しなければならない。 

１１．受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等または工事報告

 等に記録した資料を整備及び保管し、監督員の請求があった場合は直ちに提示しなけれ

 ばならない。 

１２．受注者は、災害発生時においては、第三者、作業員等の人命の安全確保をすべてに

 優先させるものとし、応急措置を講じるとともに、直ちに監督員及び関係機関に通知し



 なければならない。 

 

第６条（事故報告書）  

１．受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員に連絡する。ま

た、建設工事事故データベースシステムの登録対象となる事故の場合、監督員が指示す

る期日までに、事故報告書を提出し、建設工事事故データベースシステムに、事故に関

する情報を登録する。 

 

第７条（諸法令の遵守）  

１．受注者は，当該業務に関する諸法令を遵守し、業務の円滑な進捗を図るとともに、諸

 法令の適用・運用は受注者の責任において行わなければならない。 

 

第８条（地域住民等への対応）  

１．受注者は、業務の実施に当たり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなけれ

 ばならない。 

２．受注者は、地元関係者等から業務の履行に関して苦情があり、受注者が対応すべき場

 合は誠意をもってその解決に当たらなければならない。 

３．受注者は、業務の履行上必要な交渉を、自らの責任において行わなければならない。

  また、交渉に先立ち、監督員に連絡の上、これらの交渉に当たっては誠意をもって対

 応しなければならない。 

 

第９条（一般廃棄物の搬出（草））  

１．一般廃棄物の運搬について、下請（再委託）しようとする場合は、事前に監督員と協

議し、承諾を得るとともに、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第１項に基づく

一般廃棄物の収集運搬業の許可証の写し、又は廃掃法施行規則第２条第２項に基づく一

般廃棄物の再生利用業の指定証の写しを提出すること。 

２．道路除草により発生する一般廃棄物は、次に掲げる場所へ搬出（処理）を予定してい

る。 

【草根(土付)】 (株)佐々木エンジニア  運搬距離 L=10.0km 以下 

【草】     (有)徳島興産      運搬距離 L=11.5km 以下 

３．搬出先が発行する一般廃棄物引受書の写しを監督員に提出すること。 

 

第 １ ０ 条 （ 廃 棄 物 の 処 理 及 び 処 分 （ そ の 他 ） ）  

１ ． 廃 棄 物 の 処 理 が 発 生 し た 場 合 に は 、 監 督 員 と 協 議 し 承 諾 を 得 る こ と 。 ま

た 、 受 注 者 は 廃 棄 物 の 処 理 及 び 処 分 に 当 た っ て 、 「 廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に

関 す る 法 律 」 を 尊 守 し 、 受 注 者 の 責 任 に お い て 適 正 に 処 理 及 び 処 分 を 行 う も



の と す る 。  

 

第 １ １ 条 （ 道 路 除 草 に お け る 一 般 事 項 ）  

１ ． 草 刈 機 に よ る 除 草 作 業 に 当 た っ て は 、 次 の 項 目 に 留 意 す る こ と 。  

(1 )  事 前 に 現 地 調 査 を 実 施 し 、 既 設 構 造 物 の 位 置 を 確 認 す る と と も に 作 業 に 支

 障 と な る 物 件 の 撤 去 や 目 印 の 設 置 を 行 う こ と 。  

(2 )  作 業 箇 所 の 移 動 を 考 慮 に 入 れ 、 作 業 箇 所 の 区 分 割 を 計 画 す る こ と 。  

(3 )  作 業 箇 所 周 辺 の 駐 車 車 両 に つ い て は 、 作 業 中 は 移 動 し て も ら う よ う 、 事 前

 に 依 頼 す る こ と 。  

(4 )  作 業 指 揮 者 や 監 視 員 を 配 置 し て 、 作 業 全 体 の 指 揮 ・ 監 視 を 行 う こ と 。  

(5 )  作 業 開 始 前 に は 、 作 業 指 揮 者 又 は 監 視 員 、 作 業 員 及 び 交 通 誘 導 警 備 員 の 間

 で 作 業 手 順 や 役 割 分 担 の 再 確 認 を す る こ と 。  

(6 )  作 業 員 は ヘ ル メ ッ ト 、 防 護 メ ガ ネ 、 手 袋 、 安 全 ベ ス ト 等 を 着 用 し 、 安 全 な

 作 業 に 努 め る こ と 。  

(7 )  草 の 刈 り 取 り に つ い て は 地 際 か ら と し 、 刈 り む ら の な い よ う に 均 一 に 刈 り

 取 り と る こ と 。  

(8 )  法 面 で の 草 の 刈 り 取 り に つ い て は 、 表 土 の 流 出 を 防 止 す る た め 、 表 面 が 露

 出 し な い よ う に 刈 り 高 に 注 意 す る こ と 。  

(9 )  ガ ー ド レ ー ル 支 柱 等 の 道 路 施 設 付 近 で の 除 草 時 、 ま た は 、 樹 木 付 近 で の 除

 草 時 に は 、 施 設 や 樹 木 に 損 傷 を 与 え な い よ う に 刈 り 取 り し 、 必 要 で あ れ ば 手

 刈 り や 抜 き 取 る こ と 。  

(1 0 )補 助 刈 り 等 も 含 め 、 刈 り 残 し が な い よ う に 除 草 す る こ と 。  

(1 1 )次 条 第 １ 項 に 示 す 飛 散 防 止 対 策 を 確 実 に 実 施 す る こ と 。 飛 散 防 止 用 ネ ッ ト

 等 の 防 護 材 を 使 用 す る 場 合 は 、 飛 散 角 度 に 留 意 し 、 効 果 的 に 使 用 す る こ と 。  

(1 2 )各 回 の 除 草 ・ 集 草 完 了 後 は 、 速 や か に 積 込 運 搬 を 開 始 す る こ と 。  

(1 3 )草 木 類 の 運 搬 時 に お い て は 、 シ ー ト 被 覆 等 の 処 理 を 施 し 、 飛 散 防 止 を 徹 底

 す る こ と 。  

 

第 １ ２ 条 （ 飛 び 石 等 の 飛 散 防 止 対 策 ）  

１ ． 受 注 者 は 、 飛 散 防 止 が 必 要 な 箇 所 で は 、 現 場 状 況 に 合 わ せ 、 次 の ① 又 は ②

 の い ず れ か の 飛 散 防 止 対 策 を 実 施 し な け れ ば な ら な い 。  

① 飛 散 の 少 な い バ リ カ ン 式 又 は 低 速 回 転 二 枚 刃 式 の 草 刈 機 を 使 用  

② 飛 散 防 止 用 ネ ッ ト 等 の 防 護 材 を 使 用 （ 推 奨 寸 法 ： 幅 2. 7 m、 高 さ 1.8 m 程 度 ）  

  ・ 草 刈 機 の 刃 先 と 防 護 材 と の 間 隔 を 詰 め 、 防 護 材 を 草 刈 機 に 追 随 さ せ る 。  

  ・ 歩 道 の 縁 石 際 な ど 、 草 刈 機 の 刃 先 と 防 護 材 と の 間 隔 が 詰 め ら れ な い 箇 所

は 、 飛 散 を 防 止 す る の に 十 分 な 高 さ や 幅 を 有 す る 防 護 材 を 使 用 す る 。  



２ ． 受 注 者 は 、 実 施 す る 飛 散 防 止 対 策 に つ い て 、 着 手 前 に 書 面 に よ り 、 監 督 員

 に 提 出 し 、 確 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

３ ． 受 注 者 は 、 各 回 の 作 業 開 始 時 に は 、 実 施 す る 飛 散 防 止 対 策 に つ い て 、 監 督

 員 の 立 会 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

４ ． 「 除 草 業 務 を 受 注 さ れ た 皆 様 へ 」 の 除 草 業 務 チ ラ シ を 用 い て す べ て の 作 業

 員 に 周 知 し 、 事 故 防 止 に 努 め る こ と 。  

 

第 １ ３ 条 （ 熱 中 症 対 策 に 資 す る 現 場 管 理 費 の 補 正 の 試 行 ）  

１ ． 本 業 務 は 、 日 最 高 気 温 が 30℃以 上 の 真 夏 日 の 日 数 に 応 じ て 現 場 管 理 費 の 補

 正 を 行 う 試 行 業 務 で あ り 、 別 に 定 め る 「 熱 中 症 対 策 に 資 す る 現 場 管 理 費 の 補

 正 の 試 行 要 領 （ 以 下 「 試 行 要 領 」 と い う 。 ） 」 を 適 用 す る 。  

２ ． 夜 間 工 事 の 場 合 、 作 業 時 間 帯 の 最 高 気 温 が 30℃以 上 の 真 夏 日 を 対 象 に 補 正

 を 行 う こ と が で き る も の と す る 。  

３ ． 試 行 に あ た り 、 気 温 の 計 測 方 法 及 び 計 測 結 果 の 報 告 方 法 に つ い て 事 前 に 監

 督 員 と 協 議 を 行 う も の と す る 。  

 な お 、 計 測 方 法 は 最 寄 り の 気 象 庁 公 表 の 気 象 観 測 所 の 気 温 （ 日 最 高 気 温 30℃

 以 上 対 象 ） 又 は 環 境 省 公 表 の 観 測 地 点 の 暑 さ 指 数 （ WBG T） （ 日 最 高 WBG T 2 5℃

 以 上 対 象 ） を 用 い る こ と と す る 。  

  徳 島 県 HP  h t t p s : / / w w w . p r e f . t o k u s h i m a . l g . j p / j i g y o s h a n o k a t a / k e n d o z u k u r

i / k e n s e t s u / 2 0 0 9 0 8 2 4 0 2 6 0 1  

 

第 １ ４ 条 （ 資 材 価 格 高 騰 に 対 す る 特 例 措 置 ）  

１ ． 本 業 務 は 、 資 材 価 格 高 騰 に 対 す る 特 例 措 置 の 対 象 業 務 で あ る 。  

２ ． 本 業 務 は 、 当 初 契 約 締 結 後 に お い て 、 設 計 単 価 の 適 用 年 月 を 、 積 算 月 か ら

 契 約 月 へ 変 更 す る も の と す る 。  

 

 

 

 


